
公共建築工事標準仕様書記載内容変更に伴うお知らせ 

 

 国土交通省官庁営繕部及び地方整備局等営繕部が官庁施設の営繕を実施する

ための基準として制定している「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」の

記載内容の一部が変更となったことで、組合事務局にお問合せをいただいてい

ることについて、以下にご案内申し上げます。 

 公共建築工事標準仕様書の令和 4年版には、「19章 8節 壁紙張り 19.8.3 施

工 ⑹建築基準法に基づく防火材料の指定又は認定を受けた壁紙には、施工

後、適切な表示を行う」と記載がありましたが、令和 7年度版では、その項目

がなくなっていることから、防火施工管理ラベルを貼付ける必要がなくなった

のかという質問が寄せられています。 

公共建築工事標準仕様書の記載はなくなりましたが、国土交通省大臣官房官

庁営繕部監修の『建築工事管理指針（令和 7年度版 下巻）』に「19章 内装工

事 8節 壁紙張り 19.8.2 材料 ⑸ （イ）施工後の表示について、建築基準法の

義務はなくなったが、（一社）日本壁装協会の自主管理のもと、防火材料の認

定を受けた壁紙には、施工後の施工責任を明確にし、当該壁紙による施工が認

定された条件を遵守して行われた防火性能のある仕上げであることを表す施工

管理ラベルとして表示が行われている」と記載されています。また合わせて、

東京消防庁が監修した『予防事務審査・検査基準』に「第 2章 第 2節 第 6項 

8防火材料の表示 ⑵ 施工後の表示マーク 認定された防火材料については、各

室又はこれに準ずる用途上の区分ごとに 2か所以上に表示マークを附するよう

指導すること」との記載があります。これらのことから、防火施工管理ラベル

は、その防火性能が外見から確認可能となるよう防火仕上げの証として、これ

まで通り、貼付けしていただくことをお勧めします。 

これに伴いまして、防火壁装・防炎業務講習会で使用しておりますテキスト

「新 防火壁装の知識」も内容を一部改訂させていただきますので、ご確認を

お願い致します。改訂の内容は別紙をご参照ください。 

 尚、『建築工事管理指針』、『予防事務審査・検査基準』とも、東装協組合事

務所で閲覧していただくことができますので、お申し付けください。 


